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はじめに 
団塊世代が全て７５歳以上となる２０２５年に向け、制度改革等によって、地域医療

体制の機能分化・連携、地域包括ケアシステムの構築が進められつつある現在、地域医

療の最前線の診療所・中小病院（地域住民・患者がかかりつけとする医療機関）および

それを支える地域医師会の重要性は高まっている。そこでは、自院内での連携だけでは

なく、急性期をはじめとする様々な医療資源はもちろん、地域の介護資源との連携も求

められている。 

その流れの中で、診療所・中小病院の医師、看護職をはじめとする人材需要は高まる

とともに、医療技術・知識のみならず「多職種、他施設・事業者との連携」のコーディ

ネート力も求められている。 

しかし、診療所・中小病院の医療職や医師会関係者が教育・研修を受ける機会は十分

とは言えず、連携のコーディネート力を高める機会に恵まれない。 

他方、日本医師会、都道府県医師会、郡市区医師会は別個の法人ではあるが、同じ会

員で構成され、日常的に密接な連携を取っている。また、地域によっては、都道府県医

師会や郡市区医師会等が、地域の看護人材確保のために看護職養成所を運営する他、医

師会共同利用施設（会員の医療機関から入院や専門的治療等を要する患者を受け入れ、

必要な処置を行う医師会病院の他、介護関係施設や健診・検査施設）を運営している。

さらに日本医師会は、在宅医リーダー研修の実施や認定医療秘書事業を実施している。 

そこで、地域医療体制の整備・充実の中心的な役割を担う地域医師会を中心に、全国

各地に存在する医師会看護職養成所、医師会共同利用施設等が、診療所や中小病院の医

療人材の「多職種連携、他施設・事業者との連携」の力を高める教育・研修を行うこと

が必要と考え、本事業を企画した。 
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１． 事業の概要 

１．１ 概要と目的 

本事業では、いわゆる「2025 年問題」に向けて、医療・介護・行政・地域が連携し

て、高齢者の生活を支えていく地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題である。その

中で、地域・在宅での医療・ケアを支える地域の診療所や中小病院看護職の果たす役割

は大きい。また、医療と介護との連携の鍵としての訪問看護師とケアマネジャーの重要

性も昨年度事業の調査によって指摘されている。これらの人材の養成・スキルアップの

環境を整えるために、特に、現職教育が手薄な診療所・中小病院の看護師を対象とする

教育プログラムを全国に郡市区レベルで組織をもつ医師会が開発・普及をはかる。 

 

１．２ 取組の内容 

本事業では、看護職の学生及び、医療と介護との連携の中心となる看護職とケアマネ

ジャーの多職種連携のスキルアップのため、以下の取組を実施した。 

 

１．２．１ 教材の策定・評価 

教材の策定にあたっては、実行委員会で、方向性を決定した後、会下に教材開発ワー

キンググループを設置し、具体的な教材内容について検討した。昨年度事業成果より多

職種連携については地域差が大きいことを踏まえ、今年度は、地域の中核となる多職種

連携のコーディネーターとなるべき人材の裾野を広げることを目的とした教材作成を行

った。 

ワーキンググループは、現職の訪問看護師、看護職養成所の教務主任、ケアマネジャ

ー、学識経験者で構成している。 
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ワーキンググループで教材の作成を行った後、第２回の実行委員会で内容の最終確認

が行われ、いくつかの改善点を反映することとした。詳細は第３章 1．２．を参照され

たい。 

 

１．２．２ 教材案の実証研修 

教材の策定について、ワーキンググループ内での検討結果を検証するため、以下の２

箇所で教材案の研修を行った。詳細は４．実証研修を参照。 

日時 場所 目的 

2015/12/21 板橋区医師会立看護高等専修学校 教材案 

2016/2/3 横浜市緑区医師会多職種連携研修会 連携ワークシート 
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２．事業推進体制 

２．１ 推進体制 

２．１．１ 実行委員会 

本事業では、代表機関である公益社団法人日本医師会において、実行委員会を設置し

ここで事業推進の方向を検討した。また、実行委員会の下にワーキンググループを設置

し、教材の作成について検討を行った。 

実行委員会は、多職種から幅広く意見を募るため、日本医師会の役員、地域医師会の

医師、学識経験者、看護職、看護職養成所の教務主任、ケアマネジャーで構成すること

とした。 

実行委員会の構成員は以下の通りである 

 

鈴木　邦彦 日本医師会　常任理事（地域医療） 事業統括 茨城県

今村　聡 日本医師会　副会長（財務） 事業統括 東京都

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名

天木　聡 東京都医師会理事
調査・実践
教育プログラム検討

東京都

大迫　可奈子 横浜市緑区医師会訪問看護ステーション管理者 教育プログラム検討 神奈川県

羽鳥　裕 日本医師会　常任理事（共同利用施設） 事業統括 神奈川県

釜萢　敏 日本医師会　常任理事（医療関係職種） 事業統括 群馬県

真壁　文敏 取手市医師会会長 教育プログラム検討 茨城県

井上　多鶴子 板橋区医師会在宅医療センター在宅看護部長 教育プログラム検討 東京都

冨永　信子
ひたちなか市北部地域包括支援センター
主任ケアマネジャー

教育プログラム検討 茨城県

吉本　尚 筑波大学医療医学系　地域医療教育学　講師
教育プログラム検討
コンソーシアムとの連携

茨城県

高野　恵美 板橋区医師会立看護高等専修学校 教務主任 教育プログラム検討 東京都

 
 

実行委員会は、事業開始前の 2015 年 7 月 23 日に第 1 回委員会を開催し、2016 年 2

月 8 日に第２回委員会を開催している。ここでは、評価事業の目的の確認、取組の方向

性について検討、及び成果物の活用方法について、検討を行った。 

 

表１：実行委員会の構成員 
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２．１．２ ワーキンググループ 

実行委員会の下に、ワーキンググループを設置し、実施期間内に計５回開催した。 

構成員については以下の通りである。 

 

高野　恵美 東京都

冨永　信子 茨城県

板橋区医師会立看護高等専修学校 教務主任

ひたちなか市北部地域包括支援センター
主任ケアマネジャー

教育プログラム検討

教育プログラム検討

大迫　可奈子 神奈川県

吉本　尚 茨城県

横浜市緑区医師会訪問看護ステーション管理者

筑波大学医療医学系　地域医療教育学　講師

教育プログラム検討

教育プログラム検討

氏名 都道府県名

井上　多鶴子 東京都

役割等所属・職名

板橋区医師会在宅医療センター在宅看護部長 教育プログラム検討

 
各会の開催は以下の通りである。 

 

開催回 日時 場所 議題 出席（敬称略）

1
平成27年8月26日（水）
14：00～16：00

日医会館
501会議室

【看護職向け教材の内容について】
①映像構成案の検討
【ケアマネジャー向け教材の内容について】
①教材構成についての議論

【委員】井上、大迫、吉本、高野、冨永
【日医役員】釜萢

2
平成27年9月24日（木）
17：00～19：00

日医会館
501会議室

【看護職向け教材の内容について】
①台割案の検討
【ケアマネジャー向け教材の内容について】
①台割案についての議論
①紙教材についての議論

【委員】井上、大迫、高野、冨永
【日医役員】鈴木

3
平成27年11月25日（水）
16：00～18：00

日医会館
501会議室

【看護職向け教材の内容について】
①台割案の検討
②取材先の検討
③発注先について
【ケアマネジャー向け教材の内容について】
①台割案についての議論

【委員】井上、大迫、吉本、高野、冨永
【日医役員】鈴木

4
平成27年12月25日（金）
14：00～16：00

日医会館
507会議室

①看護学校での実証報告
②映像の作成に向けて
③紙教材についての議論

【委員】井上、大迫、吉本、高野、冨永
【日医役員】釜萢

5
平成28年1月29日（月）
14：30～16：30

日医会館
501会議室

①収録を踏まえた構成の検討
②紙教材の最終確認

【委員】井上、大迫、吉本、高野、冨永
【日医役員】羽鳥

 
  

表２：ワーキンググループの構成員 

表３：ワーキンググループ開催 
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３．教材の策定・評価 
 教材作成は、実行委員会及び会下のワーキンググループで実施された。 

３．１ 第１回実行委員会 

2015 年 7 月 23 日に開催した第１回実行委員会では、２６年度の事業での調査結果を

受けて、訪問看護師、ケアマネジャーが地域包括ケアシステムの中で中核となる人材だ

と判断した。看護職養成所においても、看護師の養成機関では多職種連携を学ぶ機会が

少ないこと、特に准看護学校では在宅看護論そのものがないことが指摘された。これま

での病院等に勤務する病棟看護職中心の学習から、地域の訪問看護職の役割を学び、医

療従事者以外の者との連携を円滑に行うことが重要であることが指摘された。 

また、介護系のケアマネジャーは、医療従事者と連携を取ることに気おくれを感じる

との指摘があった。そこで、ケアマネジャー向けの教材を合わせて作成し、医療従事者

の話している内容が理解できるようにするべきこととした。 

ただし、昨年のアンケート調査の結果を受けて、医療・介護の多職種連携については、

地域により差が大きいため、中核となる人材のすそ野を広げることを目的とするべきこ

ととされた。 

これら意見を踏まえ、実行委員会の下部に、教育プログラム策定ワーキンググループ

を設置し、日本医師会役員の他、看護職、ケアマネジャーの委員及び多職種連携の研究

者で構成することとした。 
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３．１．１ ワーキンググループ 第１回会合 

2015 年 8 月 26 日の会合では映像教材の検討について、地域包括ケアシステムとは、

患者本人の自助と、周りの互助により成り立つものであることを伝えるべきであるとの

意見があった。その上で、高齢者がどのような暮らし方をしたいのか、今の医療従事者

はあまり把握していないので症例ありきではなく、高齢者がどういう人間でその人間が

病気になったときにどう支えるかを考えるような内容にしてほしいとの意見があった。 

また、看護職は、往々にして患者として高齢者をとらえがちである。そうではなく、

元気な高齢者が、たまたま外傷や病気により医療機関に来る。この元気な高齢者が大前

提にあることを示してほしい。 

映像について、看護職養成所の学生は、概念から入ると学生が興味を持ちにくい。具

体的な高齢者の事例を示した方がよいこと、ドキュメンタリー調の映像の方が、興味を

引きやすいとの指摘があった。 

これを受け、映像の台割について、以下の案がまとめられた。 

①冒頭、高齢者地域で暮らしたい（当事者の話）→怪我 or 病気→入院→徐々に回復→老

健→在宅というロールプレイ。この各場面で出てくる人たちについての紹介と VIVID に

感じるような映像を挟む。 

②最後に俯瞰して地域包括ケアシステムについての全体像の説明。 

 

ケアマネジャー向けの教材については、映像教材のみとする案に対し、ワーキンググ

ループの後、介護事業者と医療従事者との連携を補助する、何らかの資料が必要ではな

いかとの意見が出された。  
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３．１．２ ワーキンググループ第２回会合 

2015 年 9 月 24 日の会合では、映像台割案について検討を行った。看護職向けの教材

については、教材に盛り込む案としての「食べることの重要性」は、医師と歯科医師で

対応可能な範囲が違う（咀嚼は歯科医師も可、嚥下は医師のみが対応可）ため、盛り込

まない方がよいのではないかとの指摘がされた。 

また、今は、重度の要介護者でも退院させるので、在宅医療を必要とする「日常生活」

に戻る必要があることを知ってほしい旨要望が上がった。 

介護職向け教材の内容については、ケアマネジャーは、発生した事態への対応が中心

で、この容態に至った原因や、今後のリスクについてはあまり考える傾向にない。その

ため、看護職との意思疎通が進まなくなることがあるので、ケアマネジャーに対し、医

療従事者が見るポイントや考え方を伝えられるような内容にしてほしいとの指摘があっ

た。 

また、既存の介護職向けの多職種連携の教材は、医学的知識の断片的紹介が多く、思

い込み「診断」をしてしまう恐れがあるので、その点に注意が必要であるとの指摘がな

された。 

撮影形式は、ドキュメンタリー調を中心に、座学部分も対話形式とすることとした。 

また、在宅の看取りについても、意見が交わされた。 
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３．１．３ ワーキンググループ第３回会合 

2015 年 11 月 25 日の会合では、シナリオ案（図１－１～１－７）に基づきディスカッ

ションを行った。 

シナリオ案に具体的なイメージを持たせるため、過去の日医の事業等で作成した映像

を使用して示した。構成は、地域包括ケアシステムの説明、元気な高齢者の様子（普段

の生活、レクレーション等）、退院前カンファレンス、患者の立場の順とした。 

シナリオ案について、（図１－２＿１２）地域包括ケアシステムの説明は抽象的にな

るので、難しくならないよう指摘があったほか、（図１－３＿２５）生活の全体を見て

高齢者が何を出来なくなったかを押さえるべきとの指摘が挙げられた。次に、（図１－

４＿３０）に対し患者にとって、完治しない間に退院させられる場合がある、在宅療養

相談室を活用すること、外来診療所の看護師が小さな違を発見することを伝えるよう指

摘した。そして、ケアマネジャーの役割は所属する組織により異なること、居宅介護支

援事業所と地域包括支援センターのケアマネジャーとは別立てで考えるべき事を指摘し

た。 

また、病棟看護師志望の学生に対して、高齢者が自宅（施設を含む）で生活していた

ときの情報を積極的に取得するようにさせる動機づけが必要であること、退院後の、情

報も合わせて考えることへの動機づけが必要であることが指摘された。最後に、看護職

用、ケアマネジャー用の映像教材は１つにして、研修等の場面で使い分ければ良いので

はないかとの意見が出され、了承された。 

これらのシナリオ案を元に、受託業者を選定することとした。 
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図１－１ 図１－２ 

図１－３ 図１－４ 

図１－５ 図１－６ 
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図１－７ 図１－８ 
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３．１．４ ワーキンググループ第４回会合 

2015 年 12 月 25 日の会合では、最初に仕様書を作成し、見積を取った結果、有限会社

ノトコードに映像・教材制作を発注した旨の報告が行われた。 

最初に、12 月 21 日に実施された板橋区医師会立看護高等専修学校での教材案の実証

研修について報告がなされた。 

地域包括ケアの概念については、抽象的な話だったため学生の興味を引けなかった。

ワーキンググループでの検討の通り、概念の説明は終盤に回すこととした。また、事例

検討については、教官の中でも「より詳しい事例にした方がよい」という意見と「イメ

ージする力を養成するためにもこのくらいがいい」という意見に分かれた。ワーキング

グループで検討の結果、事例は今のままで良いこととされた。 

 

事業名 平成 27年度文部科学省委託 

「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業 

テーマ 地域包括ケアを担う医療・介護分野の中核的専門人材養成のための教育プログ

ラム開発 

（代表機関：公益社団法人日本医師会） 

事業責任

者 

鈴木 邦彦（公益社団法人日本医師会 常任理事） 

日時 ２０１５年１２月２１日（月） 

１３：３０～１６：４５ 

場所 板橋区医師会立看護高等専修学校 

対象 看護高等専修学校 准看護師課程１年生（27名） 

         准看護師課程２年生（22名） 

内：女性 50名 

講師 筑波大学医学医療系 地域医療教育学講師  吉本 尚 

（有）ノトコード             平林 慶史 

教材の台割については、地方と都市の事例 2件を録取できたことが報告された。最後

に、連携ワークシートについての案が提示され、ワーキンググループでの了承を得た。 

  

表３：板橋区医師会立看護高等専修学校実証研修の概要 
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３．１．５ ワーキンググループ第５回会合 

2016 年 1 月 29 日の会合は、同日日医会館で行われたスタジオ撮影についての報告が

なされた。映像は３部構成とし、第１部「高齢者の実際の暮らし」第２部「高齢者の疾

患、入院、その後在宅医療に移行する流れ」第３部「自宅や地域の暮らしを支える多職

種連携」とした。 

第３部「自宅や地域の暮らしを支える多職種連携」で紹介するべき多職種連携に役立

つ組織として、「地域包括支援センター」と「在宅医療連携拠点」を挙げることが提案

された。ワークシートについては、シート１枚に患者の情報を集約し、全体像がわかる

ものとして位置づけることで了承された。 
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図２：多職種連携 情報共有ワークシート 
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３．２ 第２回実行委員会 

2016 年 2 月 8 日に第２回実行委員会を開催し、成果物の確認、及び今後の事業展開

について意見が交わされた。 

DVD については、概ね好評であった。 

小改善として、映像の最後は、お年寄りの今後の暮らしがイメージできるような終わ

り方にしてほしいこと、また、地域包括ケアシステムの概念を説明する場面では、演者

の説明のみでは把握しづらいので、画面資料を追記するべきとの意見が寄せられた。後

者については、教材の紙資料に地域包括ケアシステムの概念図があることを示して、了

解を得た。 

情報共有ワークシートについては、2016 年 2 月 3 日の横浜市緑区医師会の多職種連携

研修会でのワークシートの在宅介護・看護の経験の有無により、シートに記載できる範

囲に差がでてくることの指摘があった。 

これに対して、連携シートは一人ですべて埋めるものではなく、自分の分からないところ、

理解が不十分であるところを他の職種に聞いて埋めて行くことに意義がある。連携シートの

使い方の説明においても、そのことを説明するよう要請があった。また、情報共有ワークシ

ートは、記入自体も慣れが必要であるので、記入を補助するため、記入例を用意すべきこと

とされた。 
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４．教材案の実証研修 

４．１板橋区医師会立看護高等専修学校 

４．１．１ 講習概要 
2015 年 12 月 21 日、板橋区医師会立看護高等専修学校において、標記の研修が行われた。

対象は、板橋区医師会立看護高等専修学校の准看護師課程の１、２年生である。 

研修の目的は２つとした。1つは、准看護師を養成する課程には、在宅医療や地域包括ケ

アシステムについて学習する機会がないため、本課程の学生に対し地域包括ケアシステムの

概要を学習する機会を設け多職種連携の重要性を認識させること。もう１つは、本事業のワ

ーキンググループで検討してきた教材案の有効性に対する検証である。 

学生は、１，２年生合計５９名で、内５０名が女性だった。学生の年齢構成は 18 歳～40
歳まで幅広いものであった。 
グループワークは、４人１グループで、計１５グループで構成し、１年２年混在のランダ

ム抽出とした。 

 
 

事業名 平成 27年度文部科学省委託 

「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業 

テーマ 地域包括ケアを担う医療・介護分野の中核的専門人材養成のための教育プログ

ラム開発 

（代表機関：公益社団法人日本医師会） 

事業責任

者 

鈴木 邦彦（公益社団法人日本医師会 常任理事） 

日時 ２０１５年１２月２１日（月） 

１３：３０～１６：４５ 

場所 板橋区医師会立看護高等専修学校 

対象 看護高等専修学校 准看護師課程１年生（27名） 

         准看護師課程２年生（22名） 

内：女性 50名 

講師 筑波大学医学医療系 地域医療教育学講師  吉本 尚 

（有）ノトコード             平林 慶史 

 
 

  

表３：板橋区医師会立看護高等専修学校実証研修の概要（再掲） 
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研修のタイムスケジュールは、以下の通りである。 

 

 

13:30～ 資料配布・授業前アンケート記入 
13:40～ 講義「地域包括ケアとは」 
14:10～ グループワーク（高齢者の暮らしを考えてみよう） 
15:40～ 休憩 
16:00～ 講義「多職種連携とは」 
16:45～ 授業後アンケート記入・回収 
 

以下の講義の項目に掲載する図は、当日の実証研修で使用した教材案（主に映像資料）で

ある。 

 

 ４．１．１．１ 講義「地域包括ケアとは」 
 講義「地域包括ケアとは」は、第１部「住み慣れた自宅で暮らせるように」と、第２部「お

年寄りが病気や怪我をしたとき」で構成する。 
 第１部は、冒頭、地域包括ケアシステムの概念について（図３－７）の説明を行ったが、

概念的な説明でありやや学生の反応に戸惑いが見られた。 
続いて、上手く元気な高齢者が住み慣れた自宅で暮らせている姿を映し、またちょっとし

た怪我や病気で、今までのくらしが続けられなくなることを伝えた。（図３－１～図３－６） 
  

表４：実証研修のタイムスケジュール 

図３－１ 
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図３－２ 

図３－３ 
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図３－４ 

図３－５ 
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図３－６ 

図３－７ 
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次に、高齢者が怪我で今までのくらしが続けられなくなり介護を必要とした事例を挙げ、

このようなことは、どの高齢者にも起きうることを伝えた。（図３－８～図３－９） 
 

 

 
 

図３－９ 

図３－８ 
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O さんの事例の説明を行い、O さんをはじめとする高齢者の暮らしを考えるべく、グルー

プ単位で検討を行った。（図３－１０～図３－１２） 
 

 
 

 

図３－１１ 

図３－１０ 
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図３－１２ 
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第２部「お年寄りが病気や怪我をしたとき」では、1 部に続き、高齢者に病気や怪我は突

然訪れるものであり、一度怪我や病気をすると、高齢者は、今までと同様の生活に戻れなく

なることもあることを伝えた。また、平均在院日数が短くなっている昨今、患者である高齢

者は、完治する前に在宅医療へ戻るケースが増えている。そのため、入院直後から、退院後

の高齢者の生活を見据えたケアが必要であることを説明した。（図３－１３～図３－１５） 
 

 
 
  

図３－１３ 



 

25 
 

 

 
 
 

 
  

図３－１４ 

図３－１５ 
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 次に、「多職種連携 情報共有ワークシート」の使い方について説明をした。本シートは、

医療モデルと生活モデルを融合した ICF（国際生活機能分類：International Classification of 
Functioning, Disability and Health）を元に作成していること。ただし、地域包括ケアシステ

ムにおいては、高齢者の生活が一番上位に来るべきであるので、高齢者の生活を最上位に来

るよう構成したことを伝えた。 
 そして、課題として O さんの事例を、シートに記入することを伝えた。（図３－１６、１

７） 
 
 

 
  

図３－１６ 
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図３－１７ 
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退院前カンファレンス（退院調整会議）の様子を映し、在宅療養室のナースの意見および、

病院側の病棟ナースの意見を伝えた。そして、退院後２週間は、医療保健で在宅看護職の看

護を受けることができる今の制度を説明し、将来、在宅看護、病棟での看護を志望する全て

の学生に、このような制度があることを知って欲しい旨伝えた。（図３－１８、図３－２１） 
 
 

 

図３－１８ 
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図３－１９ 

図３－２０ 
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図３－２１ 
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 ４．１．１．２ グループワーク 
 これまでの講義を踏まえて、グループ単位で「多職種連携 情報共有ワークシート」に高

齢者の事例を埋めるべく、以下の事例を提示した。（図４） 
 

 

図４ 
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 ４．１．１．３ 講義「多職種連携とは」 
 講義「多職種連携とは」では、多職種連携のための６つのコンピテンシーの解説など、理

論的な部分の講義を行ったが、長時間のグループワークの後で学生の疲れが見えたので、「食

べる」という動作に、どれだけたくさんの職種が関わり得るか、など、学生の関心を引きそ

うなテーマに急遽切り替えて講義を行った。（図３－２２、図３－２３） 
 

 

図３－２２ 

図３－２３ 
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４．１．２ アンケート 
 ４．１．１の目的で記載したとおり、受講前受講後で、地域包括ケアシステムと多職種連

携についての知識と重要性の理解の進み具合を実証するため、授業前と授業後に学生に対し、

アンケートを取った。 

 ４．１．２．１ 授業前アンケート 
受講前のアンケートは、以下の項目で実施した。（図５） 
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 ４．１．２．２ 授業後アンケート 
受講後のアンケートは、以下の項目で実施した。（図６） 

 

 
 

図６ 
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４．１．３ 結果分析 
 アンケートの分析結果及び、意見は、以下の通りである。（図７－１ ～ ７－１１） 
 各職種の理解（事前：問１～問６、事後：問３～問８）については、すべての職種に対し

て理解が進んだことがうかがわれた。 
次に、地域包括ケアシステムについては、授業前アンケートでは、准看護師課程では該当

する講義がないにもかかわらず、語そのものは聞いたことがある生徒が多く、これからの医

療・介護に深く関わる概念であることは理解しているようであった。（問１０）しかし、そ

の意味に関しては、正規の授業を受けたことがないことも相まって、自信を持って回答でき

る学生は少ないといえる。これは、本研修に限らず准看護師課程の学生全般に言えると推測

される。 
受講後は、地域包括ケアの意味を理解する学生が９割を越えるに至った。本研修の狙いで

ある地域包括ケアシステムの理解は進められたといえる。 
また、在宅医療については、受講前から約半数の学生がイメージできていると回答してい

た。（問７）准看護師を目指す学生にとって、在宅医療は過去に比べより身近な職務形態で

あることがうかがわれた。 
最後に、受講後アンケートの「どの職種に興味を持ったか」について、３割の学生がケア

マネジャーと回答した。一定程度の学生が、高齢者の日常をプランニング（ケアプラン）す

る、当該職種に興味を持ったということより、当該授業にて多職種連携に対する一定の理解

が進んだといえる。（図７－５）ただ、多職種連携を進めていくためには、一層より多くの

学生に、ケアマネジャーに興味をもってもらう必要があり、今後の講義に改善の余地がある

と言える。 
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図７－１：授業前アンケート 

図７－２：授業前アンケート「高齢者のイメージ」 
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図７－３：授業前アンケート『「認知症の人」のイメージ」』 

図７－４：授業後アンケート 
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図７－５：授業後アンケート「どの職種に興味を持ったか」① 

図７－６：授業後アンケート「どの職種に興味を持ったか」② 
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図７－７：授業後アンケート「どの職種に興味を持ったか」③ 

図７－８：授業後アンケート「今日の授業で始めて知った職種」① 
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図７－９：授業後アンケート「今日の授業で始めて知った職種」② 

図７－１０：授業後アンケート「今日の授業で学んだこと、気付いたこと」① 
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図７－１１：授業後アンケート「今日の授業で学んだこと、気付いたこと」② 
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４．２ 横浜市緑区医師会多職種連携講習会 

４．２．１ 講習概要 
2016 年 2 月 3 日、横浜市緑区医師会の多職種連携講習会において、本事業で開発中のワ

ークシート案についての実証研修が行われた。参加職種は、看護師、介護福祉士、社会福祉

士、ケアマネジャーである。 

実証研修の目的は、現職看護職、介護職による、退院前カンファレンスのケーススタディ

講演と「多職種連携情報共有ワークシート」案の評価である。 

 

 

事業名 平成 27年度文部科学省委託 

「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」事業 

テーマ 地域包括ケアを担う医療・介護分野の中核的専門人材養成のための教育プログ

ラム開発 

（代表機関：公益社団法人日本医師会） 

事業責任

者 

鈴木 邦彦（公益社団法人日本医師会 常任理事） 

日時 ２０１６年２月３日（水） 

１４：００～１６：００ 

場所 横浜市緑区医師会館内会議室 

対象 看護師、介護福祉士、社会福祉士、ケアマネジャー（22名） 

内：女性 16名 

講師 横浜市緑区医師会訪問看護ステーション統括責任者 大迫 可奈子 

（有）ノトコード                平林 慶史 

 

当日の タイムスケジュールは、以下の通りである。 

 

 

14:00～ 資料配付 
14:10～ 事例の実演・課題の説明 
14:40～ ワークシートの記入、評価 
15:30～ アンケート記入・回収 

  

表６：実証研修のタイムスケジュール 

表５：実証研修の概要 
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４．２．１．１ 事例の実演 
 ワークシートの記入に先立ち、事例の実演が行われた。（図８－１～８－３：事例の台本、

図９：研修の様子）実演の後、課題の説明が行われた。の様子（図１０） 
 

 

図８－１ 
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図８－２ 
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図８－３ 
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図９ 

図１０ 
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４．２．１．２ ワークシートの記入・発表 
 ワークシートの記入は、看護職、介護職をランダムに分けた、５グループ単位で行われた。

現職の看護職、介護職による記入であったので、12 月の看護職養成所の学生よりも円滑な

記入ができていた。ただ、その後の発表において、情報シートを元に、現実のケアプランに

反映できそうな記述は、１グループに止まり、現職の看護職介護職が使用する場合にも、記

入そのものへの経験が、必要なことが分かった。 
 本件は、2 月 8 日の実行委員会でも報告され、映像教材に「多職種連携 情報共有ワーク

シートの記入の仕方」を追加することとした。 
 
４．２．２ アンケート 

 多職種連携研修終了後、事例のロールプレイと、多職種連携 情報共有ワークシートにつ

いてアンケートを実施した。図１１にアンケート票を掲載する。 
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図１１ 
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４．２．３ 結果分析 
 アンケートの結果は以下の通りである。（図１２－１～１２－５） 
 その他の不満点（図１２－５）のとおり、ファシリテーターの必要性や、個人的な話に流

れることへの不満等、現職の多職種でも限られた時間内に話をまとめることが困難なことが

うかがわれた。 
また、ワークシートについて（図１２－２）では、何処に何を記載すれば良いのかが分か

らないことが、複数の参加者から挙げられた。これは、改善点（図１２－３）で記入例を用

意した方がよいという提案されていることと、対となっている。４．２．１．２で述べたと

おり、これを受けて、映像の最終版には、映像教材に記入の仕方を追加することとした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２－１ 
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図１２－２ 

図１２－３ 
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図１２－４ 

図１２－５ 
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５．事業総括 

５．１ 今年度事業の成果物について 

 本事業は、「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進」である。今年度の

事業計画立案時の課程で、中核的人材を養成するためには、教材は初級者用（将来的に中核

的人材となる人材の裾野を広げる）、上級者用（中核的人材を養成する）等、ランクごとに

教材を作成することが検討された。 
しかし、昨年度の事業結果より、地域により多職種連携に濃淡があること、及び、既に多

職種連携が進展している地域は兎も角、全国的にはこれから地域包括ケアシステムの中で多

職種連携が進められていくことに鑑み、まず人材の裾野を広げることが第一であると判断し

た。そのため今年度事業は、初級者用の教材を作成することとした。 
 本事業の成果物たる教材は、ＤＶＤ及び学習用ワークブックで構成される。これを都道府

県医師会、郡市区医師会、及び、医師会立看護職養成所に送付し、地域の医師会が開催する

多職種の研修会や医師会医師会立看護師等養成所の授業における活用を依頼した。 
 また、ホームページ上にも同教材をアップすることとした。 
 

５．２ 教材の策定過程及び実証研修における反省点 

教材の作成をワーキンググループに委ね、医療・介護・教育の専門家による検討を重ねた

ことは、教材に多様な視点を盛り込むことができた点、非常に有益であった。 
反省点として、多様な視点を反映させるため、仕様確定までに約４ヶ月を要し、その後の

取材やスタジオ撮影の時期が極めて短期間になったことが挙げられる。 
方向性を決めるための実行委員会の活用が、より重要となると考えられる。 
上記のような理由で、短時間での教材作成を要することになったため、実証研修は、教材

案で実施することとなったのは、反省すべき点である。ただ、教材案の時点で実証研修でき

たことは、現場の意見を反映した教材作成という観点から、有効であったと思う。 
計２回の実証研修では、教材案に対し、多くの提案を集めることができ、教材の質の向上

に資することになったと考えられる。 

 

５．３ 今後の事業について 

今後の事業展開として、本教材に基づく地域の医師会及び医師会立看護職養成所での研修

のサポートが挙げられる。 
また、このサポートを通じて収集した意見を元に、ワンランク上の教育プログラムの作成

が挙げられる。 
以上 


